












○前回調査の平成15年と比べてみると、高齢者等のための設備がある住宅の割合は、全ての都道府県で上昇しています。ま

た、平成15年ではこの割合が50％以上の都道府県はありませんが、平成20年では約半数の23県で50％以上となっています。 



《耐震診断をしたことがある住宅について》 

去る1月13日6時53分（日本時間）に，ハイチ共和国でマグニチュード7.0の大地震が発生し，大きな被害がありました。地震国とい

われる我が国でも，南関東直下地震や東海地震の発生が懸念されています。 

地震への備えの状況について，住宅・土地統計調査の結果で見てみます。 

 

＊耐震診断をしたことがある住宅の割合が総じて高い関東地方，東海地方 

○持ち家（3032万戸）のうち，耐震診断をしたことがある住宅は313万戸で，持ち家の10.3％となっています。 

○耐震診断をしたことがある住宅の割合を建て方別にみると，一戸建は7.3％，長屋建は7.0％，共同住宅は27.1％となっており，

共同住宅は他より高く，約３割が耐震診断を行っています。 

 

 

 

 

 

○耐震診断をしたことがある住宅の割合を都道府県別にみると，東京都が17.9％と最も高く，次いで静岡県が16.6％，神奈川県が

15.2％などとなっており，関東地方，東海地方の割合が高く，住民の関心の高さがうかがえます。また，兵庫県や宮城県など大地

震の被害があった県でも関心が高いようです。 一方，沖縄県が4.1％と最も低く，次いで青森県が4.2％，佐賀県が4.4％などとなっ

ています。  





国土交通省平成22年度補助事業ご紹介 

地域木造住宅市場活性化推進事業の公募について（平成22年度） 
本事業は、地域木造住宅市場の活性化に資する木造住宅の供給体制整備、普及促進、担い手育成、企画開発その他の事

業を公募し、優れた事業を応募した者に対して補助するものです。 

詳しくはこちらへ→http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mokuzou/H22chiikikoubo.html 

応募期間：平成22年3月8日（月）～4月16日（金）まで必着 

 

 

長期優良住宅先導事業の提案の募集（平成22年度第1回）の開始について 
本事業は、住宅の長寿命化に向けた事業の提案を、国が公募によって募り、優れた提案に対して、予算の範囲内において、

事業の実施に要する費用の一部を補助するものです。 

詳しくはこちらへ→http://www.kenken.go.jp/chouki/ 

応募期間：平成22年3月5日（金）～4月9日（金）（消印有効） 

 

 

高齢者等居住安定化推進事業の提案の募集について（平成22年度第1回） 
本事業は、高齢者、障害者及び子育て世代（以下、高齢者等といいます。）の居住の安定確保を図るため、高齢者等が生活

支援サービスの提供を受けられる賃貸住宅の整備に関する事業や、高齢者等の居住の安定確保に資する先導的な事業の

提案を、国が公募し、先導性や普及性等に優れた提案に対して、予算の範囲内で、事業の実施に要する費用の一部を補助

するものです。 

詳しくはこちらへ→http://www.koujuuzai-model.jp/ 

応募期間：平成22年4月5日（月）～4月23日（金）（消印有効） 

 

 

平成22年度マンション等安心居住推進事業の募集の開始について 
本事業は、マンションの維持管理・再生についてソフト面やハード面のあり方を見直すマンション管理組合等を対象に支援を

行うとともに、地域レベルの相談体制の整備等を推進促進することにより、必要なノウハウ蓄積等を図り、良質な分譲マン

ションのストックの形式を促進することを目的としています。 

詳しくはこちらへ→http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/torikumi/manseimodel22.htm 

応募期間：平成22年3月5日（金）～5月26日（水）必着 

 

 

「建築物省エネ改修推進事業」の提案の募集の開始について 
本事業は、建築物の省エネルギー改修事業を国土交通省が広く民間事業者等から公募によって募り、予算の範囲内におい

て、整備費等の一部を補助することにより、省エネ改修の推進を図ることを目的とするものです。 

詳しくは→http://www.kenken.go.jp/shouenekaishu/index.html 

応募期間：平成22年3月5日（金）～4月16日（金）（消印有効） 

 

 

住宅・建築物省ＣＯ２先導事業の提案の募集について（平成22年度第1回） 
本事業は、家庭部門・業務部門のＣＯ２排出量が増加傾向にある中、省ＣＯ２の実現性に優れたリーディングプロジェクトとな

る住宅・建築プロジェクトを、国が公募によって募り、予算の範囲内において整備費等の一部を補助するものです。 

詳しくはこちらへ→http://www.kenken.go.jp/shouco2/ 

応募期間：平成22年3月5日（金）～4月9日（金）（消印有効） 
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福岡県の２月の着工統計は、総新設住宅着工戸数は2,364戸、

前年度比-17．5％と前年度同月戸数を下回りました。 

利用関係別では、持ち家系（持家と分譲住宅を足したもの）は

910戸、前年度比で-46．1％、一方で貸家系（貸家と給与住宅を

足したもの）は1,454戸、前年度比で+23．5％となっています。 

また、全国の統計では、総新設住宅戸数は56,527戸、前年度

比-9．3％で前年度同月戸数を下回りました。 

持ち家系では33,936戸、前年計比で-10．3％、貸家系で22,591

戸、前年計比-7．7％といずれも減少となっています。 

２月の新設住宅着工戸数 


